
 ○八千代市地域生活支援サービス給付費支給事業実施要綱 

制定 平成２０年 ７月 １日告示第 ９４号 

改正 平成２３年 ９月３０日告示第１３６号 

平成２４年 ７月 ３日告示第１５７号 

平成２５年 ３月１５日告示第 ３５号 

平成２６年 ３月２８日告示第 ５４号 

平成２７年１２月２５日告示第３０２号 

平成２８年 ３月２４日告示第 ５４号 

令和 ３年１０月 １日告示第２８７号 

令和 ５年 ３月２７日告示第 ８０号 

令和 ６年 ３月２６日告示第 ９０号 

令和 ７年 ３月２６日告示第 ８８号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条第３項

の規定により地域生活支援事業として行う地域生活支援サービス給付費支給

事業に関し，必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

⑴ 障害者 法第４条第１項に規定する障害者をいう。 

⑵ 障害児 法第４条第２項に規定する障害児をいう。 

⑶ 障害者等 障害者及び障害児をいう。 

⑷ 保護者 法第４条第３項に規定する保護者をいう。 

⑸  地域生活支援サービス  移動支援，訪問入浴サービス及び日中一時支援

をいう。 

⑹  地域生活支援サービス給付費支給事業  地域生活支援サービスを利用し

た障害者又は障害児の保護者に対し，当該地域生活支援サービスに要した

費用について地域生活支援サービス給付費（以下「給付費」という。）を

支給する事業をいう。 

⑺  移動支援 障害者等が円滑に外出することができるよう，事業者が障害

者等の移動を支援することをいう。 

⑻  訪問入浴サービス 障害者等の居宅において，事業者が浴槽を提供して

行う入浴サービスをいう。 



⑼ 日中一時支援 障害者等の介護を行う者が疾病，就労その他の理由によ

り当該障害者等を介護することができない場合に，当該障害者等に法第５

条第１１項に規定する障害者支援施設その他の施設を利用させ，日中にお

ける一時的な見守り等の支援をすることをいう。 

（対象者） 

第３条 地域生活支援サービスの対象となる者は，別表第１の地域生活支援サ

ービスの区分欄に掲げる区分に応じ，それぞれ同表の対象者欄に掲げる要件

を満たし，かつ，次の各号のいずれかに該当する障害者等とする。 

⑴  本市に住所を有し，かつ，住民基本台帳に記録されている者（法第１９

条第３項に規定する特定施設入所等障害者であって，同項に規定する特定

施設への入所若しくは入居の前に有した居住地（同項に規定する継続入所

等障害者にあっては，最初に入所若しくは入居をした特定施設への入所若

しくは入居の前に有した居住地又は特定施設への入所若しくは入居の前に

居住地を有しないか，若しくは明らかでなかった者にあっては，入所若し

くは入居の前におけるその者の所在地（継続入所等障害者にあっては，最

初に入所又は入居をした特定施設の入所又は入居の前に有した所在地）。

以下「居住地特例地」という。）が本市でないものを除く。） 

⑵  法第１９条第３項に規定する特定施設入所障害者であって，居住地特例

地が本市である者 

⑶ 前２号に掲げる者のほか，市長が必要と認める者 

（他の法令による給付との調整） 

第４条 給付費の支給は，法の規定による介護給付費等の支給又は介護保険法

（平成９年法律第１２３号）の規定による介護給付であって給付費の支給に

相当するものを受けることができるときは，その限度において行わない。 

（申請） 

第５条 給付費の支給を受けようとする障害者又は障害児の保護者は，八千代

市地域生活支援サービス給付費支給申請書（第１号様式）に市長が必要と認

める書類を添えて，市長に提出しなければならない。 

（支給決定等） 

第６条 市長は，前条の規定による申請があったときは，速やかに給付費の支



給の可否を決定し，その旨を八千代市地域生活支援サービス給付費支給（不

支給）決定通知書（第２号様式）により，当該申請をした者に通知するもの

とする。 

２  市長は，給付費を支給する旨の決定（以下「支給決定」という。）を行っ

たときは，当該支給決定の通知を受けた者（以下「支給決定者」という。）

に対し，地域生活支援サービス給付費受給者証（第３号様式。以下「受給者

証」という。）を交付するものとする。 

（支給決定の有効期間及び更新申請等） 

第７条 支給決定の有効期間は，１年以内とする。 

２  支給決定者が，前項に規定する有効期間の満了後も引き続き支給を受けよ

うとするときは，当該有効期間の満了の日の１月前から第５条に規定する申

請を行わなければならない。 

（支給量） 

第８条 給付費を支給する１月当たりの地域生活支援サービスの量（以下「支

給量」という。）の上限は，別表第２のとおりとする。 

（地域生活支援サービス費の支給等） 

第９条 市長は，支給決定者が市長が別に定める基準に該当する事業者（以下

「事業者」という。）から地域生活支援サービスを受けたときは，当該支給

決定者に対し，給付費を支給する。 

２  地域生活支援サービスを受けようとする支給決定者は，事業者に受給者証

を提示して当該地域生活支援サービスを受けるものとする。ただし，緊急の

場合その他やむを得ない事由がある場合については，この限りでない。 

３  給付費の額は，移動支援については別表第３に定める基準により算定した

額，訪問入浴サービスについては別表第４に定める基準により算定した額，

日中一時支援については別表第５に定める基準により算定した額とする。 

４  市長は，支給決定者が事業者から地域生活支援サ－ビスを受けた場合にお

いて，当該事業者が，あらかじめ市長との間で当該支給決定者に代わって給

付費の支払を受けることに関して合意し，当該支給決定者の同意を得ている

ときは，市長は，当該支給決定者が当該事業者に支払うべき地域生活支援サ

ービスに要した費用について，給付費として当該支給決定者に支給すべき額



の限度において，当該支給決定者に代わり，当該事業者に支払うことができ

る。 

（変更申請） 

第１０条 支給決定者は，支給決定に係る支給量その他の事項（以下「支給量

等」という。）を変更する必要があるときは，八千代市地域生活支援サービ

ス給付費支給量等変更申請書（第４号様式）を市長に提出しなければならな

い。 

（変更決定） 

第１１条 市長は，前条の規定による申請があったときは，速やかに支給量等

の変更の可否を決定し，その旨を八千代市地域生活支援サービス給付費支給

量等変更決定（却下）通知書（第５号様式）により当該申請をした者に通知

するものとする。 

２  前項により支給量等の変更の決定を行った場合には，市長は，当該決定に

係る支給決定者に対し受給者証の提出を求め，受給者証に当該決定に係る事

項を記載し，これを返還するものとする。 

（取消し） 

第１２条 市長は，支給決定者が次の各号のいずれかに該当するときは，支給

決定を取り消し，その旨を八千代市地域生活支援サービス給付費支給決定取

消通知書（第６号様式）により通知するものとする。 

⑴ 地域生活支援サービスを受ける必要がなくなったと認めるとき。 

⑵  本市以外の市町村の区域内に居住地を有するに至ったと認めるとき（支

給決定者が法第１９条第３項に規定する特定施設入所等障害者であって，

同項に規定する特定施設に入所又は入居をすることにより本市以外の市町

村の区域内に居住地を有するに至ったと認めるときを除く。）。 

⑶  偽りその他不正な手段により支給の決定を受けたことが明らかになった

とき。 

⑷ その他市長が必要と認めるとき。 

２  前項の規定により支給決定を取り消されたときは，当該取消しに係る支給

決定者は，市へ受給者証を返還しなければならない。 

（返還） 



第１３条 市長は，偽りその他不正な手段により給付費の支給を受けた者があ

るときは，既に支給した給付費の全部又は一部を返還させることができる。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は，公示の日から施行する。 

（八千代市重度障害者訪問入浴サービス費支給事業実施要綱等の廃止） 

２ 次に掲げる告示は，廃止する。 

⑴  八千代市重度障害者訪問入浴サ－ビス費支給事業実施要綱（平成２年八

千代市告示第６２号） 

⑵  八千代市精神障害者短期入所事業実施要綱（平成１４年八千代市告示第

７０号） 

⑶  八千代市精神障害者短期入所事業補助金交付要綱（平成１５年八千代市

告示第２４号） 

⑷  八千代市障害者移動支援費支給事業実施要綱（平成１８年八千代市告示

第１９４号） 

   附  則（平成２３年告示第１３６号） 

 この告示は，平成２３年１０月１日から施行する。 

   附  則（平成２５年告示第３５号） 

 この告示は，平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年告示第５４号） 

 この告示は，平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年告示第５４号） 

 この告示は，平成２８年４月１日から施行する。 

   附  則（令和３年告示第２８７号） 

 （施行期日） 

１ この告示は，公示の日から施行する。 

 （経過措置） 

２  この告示施行の際現に存するこの告示による改正前の告示の様式の用紙は，



当分の間，これを取り繕い使用することができる。 

附 則（令和５年告示第８０号） 

この告示は，令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年告示第９０号） 

この告示は，令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年告示第８８号） 

この告示は，令和７年１０月１日から施行する。 

 

 

 



別表第１（第３条） 
 地域生活支援サー

ビスの区分 

         対象者  

移動支援 社会生活上必要不可欠な外出又は余暇活動等の社

会参加のための外出（原則として１日の範囲内で

用務を終えることができるものに限る。）に移動

の支援の必要があると市長が認めた者で，次の各

号のいずれかに該当する者 

⑴  身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚

生省令第１５号）別表第５号（以下「身体障

害者障害程度等級表」という。）に掲げる視

覚障害を有する者であって，同行援護に係る

介護給付費を支給する旨の決定を受けられな

かった障害者（以下「視覚障害者」という。

） 

⑵  身体障害者障害程度等級表に定める肢体不

自由１級の者（両上肢及び両下肢の機能の障

害を有する者に限る。次号において同じ。）

又はこれに準ずる者であって，重度訪問介護

に係る介護給付費を支給する旨の決定を受け

られなかった障害者 

⑶  身体障害者障害程度等級表に定める肢体不

自由１級の者又はこれに準ずる者であって，

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

６３条の２の規定により児童相談所が重度訪

問介護を利用することが適当であると認めな

かった障害児 

⑷  行動援護に係る介護給付費を支給する旨の

決定を受けられなかった障害者 

⑸  行動援護に係る介護給付費を支給する旨の

決定を受けられなかった障害児の保護者に係

る障害児 

  

訪問入浴サービス 家族の介助だけでは入浴が困難であり訪問入浴サ

ービスの必要があると市長が認めた者（感染症を

他の者に感染させるおそれがある者，疾病等によ

り入浴が困難であると医師が認めた者又は介護保

険法の規定に基づく要介護認定若しくは要支援認

定を受けた者を除く。）であって本市に在宅して

いる次に掲げるもの 

⑴  身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８

３号）第１５条第４項に規定する身体障害者

手帳の交付を受けた者であって身体障害者障

害程度等級表に定める１級若しくは２級の障

害の状態にある者又はこれらと同程度にある

者 

⑵  知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７

号）第１２条第１項に規定する知的障害者更

生相談所が最重度若しくは重度の知的障害者

と判定した者又はこれらと同程度にある者 

⑶  治療方法が確立していない疾病その他の特



殊の疾病であって法第４条第１項の政令で定

めるものによる障害の程度が同項の主務大臣

が定める程度である者 

日中一時支援 日中においてその介護をする者がいないため，一

時的に見守り等の支援が必要と市長が認めた障害

者等 

 



別表第２（第８条） 
 

 地域生活支援サー

ビスの区分 

     支給量の上限（１月当たり）  

移動支援 視覚障害者 ５０時間 
 

視覚障害者以外の者 ２５時間 

訪問入浴サービス １０回  

日中一時支援 当該月から８日を控除して得た日数 

 



別表第３（第９条第３項） 

１ 支給基本額 

 
支給決定者の区分 

移 動 支 援 １ 回 当 た りの 支 給 基
本額 

１ 支給決定者及び当該支給決定者
と同一の世帯に属する者が，移
動支援費の支給申請のあった日
の属する月において，被保護者
（生活保護法（昭和２５年法律
第１４４号）第６条第１項に規
定する被保護者をいう。以下同
じ。）又は要保護者（同条第２
項に規定する要保護者をいう。
以下同じ。）である場合におけ
る当該支給決定者 

移 動 支 援 １ 又 は 移 動支 援 ２ の
基 本 単 価 に １ ０ ０ 分の １ ０ ０
を乗じて得た額 

２ 移動支援に係る市町村民税世帯
非課税者（支給決定者及び当該
支給決定者と同一の世帯に属す
る者（支給決定者が障害者であ
る場合は，当該支給決定者と同
一の世帯に属するその配偶者に
限る。）が，移動支援費の支給
申 請 の あ っ た 日 の 属 す る 年 度
（移動支援費の支給申請のあっ
た日の属する月が４月から６月
ま で の 場 合 に あ っ て は ， 前 年
度。以下同じ。）分の市町村民
税を課せられない場合における
当該支給決定者。以下同じ。） 

３ 移動支援に係る市町村民税均等
割のみ課税世帯に属する者（支
給決定者及び当該支給決定者と
同一の世帯に属する者（支給決
定者が障害者である場合は，当
該支給決定者と同一の世帯に属
するその配偶者に限る。）が，
移動支援費の支給申請のあった
日の属する年度分の市町村民税
の均等割のみを課税されている
場合における当該支給決定者。
以下同じ。） 

移 動 支 援 １ 又 は 移 動支 援 ２ の
基 本 単 価 に １ ０ ０ 分の ９ ７ を
乗 じ て 得 た 額 （ そ の額 に １ 円
未 満 の 端 数 が あ る とき は ， そ
の端数を切り捨てた額） 

４ 上記１から３までに該当しない
者 

移 動 支 援 １ 又 は 移 動支 援 ２ の
基 本 単 価 に １ ０ ０ 分の ９ ５ を
乗 じ て 得 た 額 （ そ の額 に １ 円
未 満 の 端 数 が あ る 場合 は ， そ
の端数を切り捨てた額） 

備考 
１  この表において「移動支援１」とは，視覚障害者又は法第４条第１
項に規定する精神障害者に対して，移動支援を行った場合をいう。 

２  この表において「移動支援２」とは，視覚障害者又は法第４条第１
項に規定する精神障害者以外の者に対して，移動支援を行った場合をい
う。 

３  移動支援１の基本単価は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当
該各号に定める額とする。 
⑴ 移動支援１を行った時間が３０分以下である場合 １，０５０円 
⑵ 移動支援１を行った時間が３０分を超えて１時間以下である場合□



１，９９０円 
⑶ 移動支援１を行った時間が１時間を超えて１時間３０分以下である
場合 ２，７８０円 

⑷ 移動支援１を行った時間が１時間３０分を超えて２時間以下である
場合 ３，４８０円 

⑸ 移動支援１を行った時間が２時間を超えて２時間３０分以下である
場合 ４，１８０円 

⑹ 移動支援１を行った時間が２時間３０分を超えて３時間以下である
場合 ４，８８０円 

⑺ 移動支援１を行った時間が３時間を超える場合 ５，５８０円に３
時間を超える３０分ごとに７００円を加算した額 

４  移動支援２の基本単価は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当
該各号に定める額とする。 
⑴ 移動支援２を行った時間が３０分以下である場合 ２，５６０円 
⑵ 移動支援２を行った時間が３０分を超えて１時間以下である場合□
４，０５０円 

⑶ 移動支援２を行った時間が１時間を超えて１時間３０分以下である
場合 ５，８９０円 

⑷ 移動支援２を行った時間が１時間３０分を超えて２時間以下である
場合 ６，７２０円 

⑸ 移動支援２を行った時間が２時間を超えて２時間３０分以下である
場合 ７，５５０円 

⑹ 移動支援２を行った時間が２時間３０分を超えて３時間以下である
場合 ８，３９０円 

⑺ 移動支援２を行った時間が３時間を超える場合 ９，２２０円に３
時間を超える３０分ごとに８３０円を加算した額 

２ 移動支援を行った時間帯における加算 

移動支援を行った時間帯において，移動支援１回当たりにつき，当該移

動支援の利用時間が３０分増すまでごとに次の表に掲げる額を支給基本額

に加算する。 

                         （単位：円） 
 

支給決定者の区分   区分 移 動 支 援

１ 

移 動 支 援

２ 

 

 

１ 

支給決定者及び

当該支給決定者

と同一の世帯に

属する者が，移

動支援費の支給

申請のあった日

の属する月にお

いて，被保護者

又は要保護者で

ある場合におけ

る当該支給決定

者 

夜 間 又 は 早

朝 

２００ ３００ 

深夜 ４００ ６００ 

 

２ 

移動支援に係る

市町村民税世帯

非課税者 

夜 間 又 は 早

朝 

２００ ３００ 

深夜 ４００ ６００ 



 

３ 

移動支援に係る

市町村民税均等

割のみ課税世帯

に属する者 

夜 間 又 は 早

朝 

１９４ ２９１ 

深夜 ３８８ ５８２ 

 

４ 

上記１から３ま

でに該当しない

者 

夜 間 又 は 早

朝 

１９０ ２８５ 

深夜 ３８０ ５７０ 

 
備考 

１  夜間とは，午後６時から午後１０時まで移動支援を行った場合をいう。 

２ 早朝とは，午前６時から午前８時まで移動支援を行った場合をいう。 

３  深夜とは，午後１０時から午前６時まで移動支援を行った場合をいう。 



別表第４（第９条第３項） 

                           （単位：円） 
 
         支給決定者の区分 全身入浴１回

当たりの支給

額  

部 分 浴 又は 清

拭 １ 回 当た り

の支給額  

 

 １ 支給決定者及び当該支給決定者と同一の

世帯に属する者が，訪問入浴サ－ビス費

の支給申請のあった日の属する月におい

て，被保護者又は要保護者である場合に

おける当該支給決定者 

１２，３４０ ８，６３８ 

 ２ 訪問入浴サービスに係る市町村民税世帯

非課税者（支給決定者及び当該支給決定

者と同一の世帯に属する者（支給決定者

が障害者である場合は，当該支給決定者

と同一の世帯に属するその配偶者に限る

。）が，訪問入浴サ－ビス費の支給申請

のあった日の属する年度（訪問入浴サ－

ビス費の支給申請のあった日の属する月

が４月から６月までの場合にあっては，

前年度。以下同じ。）分の市町村民税を

課されない場合における当該支給決定者

） 

１２，３４０ ８，６３８ 

 ３ 訪問入浴サービスに係る市町村民税均等

割のみ課税世帯に属する者（支給決定者

及び当該支給決定者と同一の世帯に属す

る者（支給決定者が障害者である場合は

，当該支給決定者と同一の世帯に属する

その配偶者に限る。）が，訪問入浴サ－

ビス費の支給申請のあった日の属する年

度分の市町村民税の均等割のみを課税さ

れている場合における当該支給決定者） 

１１，９７０ ８，３７９ 

４ 上記１から３までに該当しない者 
１１，７２３ ８，２０７ 

  
 
 
 
 



別表第５（第９条第３項） 

１ 障害児に対する支給基本額 

                           （単位：円） 
 

 支給決定者の区分 日中一時支援１

回当たりの利用

時間 

支給基本額  

 １ 支給決定者及び当該支給決定者と同

一の世帯に属する者が，日中一時支

援費の支給申請のあった日の属する

月において，被保護者又は要保護者

である場合における当該支給決定者 

３０分以上４

時間以下 

２，３５２ 

４時間を超え

て６時間以下 

４，２３３ 

６時間を超え

るもの 

６，５８５ 

 ２ 日中一時支援に係る市町村民税世帯

非課税者（支給決定者及び当該支給

決定者と同一の世帯に属する者が，

日中一時支援費の支給申請のあった

日の属する年度（日中一時支援費の

支給申請のあった日の属する月が４

月から６月までの場合にあっては，

前年度。以下同じ。）分の市町村民

税を課されない場合における当該支

給決定者） 

３０分以上４

時間以下 

２，３５２ 

４時間を超え

て６時間以下 

４，２３３ 

６時間を超え

るもの 

６，５８５ 

 ３ 日中一時支援に係る市町村民税均等

割のみ課税世帯に属する者（支給決

定者及び当該支給決定者と同一の世

帯に属する者が，日中一時支援費の

支給申請のあった日の属する年度分

の市町村民税の均等割のみを課税さ

れている場合における当該支給決定

者） 

３０分以上４

時間以下 

２，２８２ 

４時間を超え

て６時間以下 

４，１０７ 

６時間を超え

るもの 

６，３８８ 

  
 ４  上記１から３までに該当しない者 ３０分以上４

時間以下 

２，２３５ 

 

 

 
４時間を超え

て６時間以下 

４，０２２ 

６時間を超え

るもの 

６，２５６ 

 

２ 障害者に対する支給基本額 

                           （単位：円） 

 



 支給決定者の区分 障害

支援

区分 

日 中 一 時 支

援 １ 回 当 た

り の 利 用 時

間 

支給基本額  

 １ 支給決定者及び当該支給決定者と

同一の世帯に属する者が，日中一

時支援費の支給申請のあった日の

属する月において，被保護者又は

要保護者である場合における当該

支給決定者 

  

 

６  ３０分以上

４時間以下 

  ２，７６９ 

 ４時間を超

えて６時間以

下 

 

  ４，９８４ 

 ６時間を超

えるもの 

 

  ７，７５３ 

    

５ 

 ３ ０ 分 以 上

４時間以下 

  ２，３５２ 

 ４ 時 間 を 超

えて６時間以

下 

 

  ４，２３３ 

 ６ 時 間 を 超

えるもの 

 

  ６，５８５ 

  

４ 

 ３ ０ 分 以 上

４時間以下 

  １，９４４ 

 ４ 時 間 を 超

えて６時間以

下 

 

  ３，４９９ 

 ６ 時 間 を 超

えるもの 

 

  ５，４４３ 

  

３ 

 ３ ０ 分 以 上

４時間以下 

  １，７４９ 

     ４ 時 間 を 超

えて６時間以

下 

 

  ３，１４８ 

 

 ６ 時 間 を 超

えるもの 

 

  ４，８９７ 

  

２ 

 ３ ０ 分 以 上

４時間以下 

  １，５２７ 

 ４ 時 間 を 超

えて６時間以

下 

 

  ２，７４８ 

 ６ 時 間 を 超

えるもの 

 

  ４，２７５ 

  

１ 

 ３ ０ 分 以 上

４時間以下 

  １，５２７ 



 ４ 時 間 を 超

えて６時間以

下 

 

  ２，７４８ 

 ６ 時 間 を 超

えるもの 

 

  ４，２７５ 

 ２  日中一時支援に係る市町村民税世

帯非課税者（支給決定者及び当該

支給決定者と同一の世帯に属する

その配偶者が，日中一時支援費の

支給申請のあった日の属する年度

分の市町村民税を課されない場合

における当該支給決定者） 

  

６ 

 ３０分以上

４時間以下 

  ２，７６９ 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ４，９８４ 

  

 ６時間を超

えるもの 

  ７，７５３ 

  

５ 

 ３０分以上

４時間以下 

  ２，３５２  

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ４，２３３ 

 ６時間を超

えるもの 

  ６，５８５ 

  

４ 

 ３０分以上

４時間以下 

  １，９４４ 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ３，４９９ 

 ６時間を超

えるもの 

  ５，４４３ 

  

３ 

 ３０分以上

４時間以下 

  １，７４９ 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ３，１４８ 

 ６時間を超

えるもの 

  ４，８９７ 

  

２ 

 ３０分以上

４時間以下 

  １，５２７ 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ２，７４８ 
    

 ６時間を超

えるもの 

  ４，２７５ 

  

１ 

 ３０分以上

４時間以下 

  １，５２７ 



 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ２，７４８ 

 

 ６時間を超

えるもの 

  ４，２７５ 

 ３  日中一時支援に係る市町村民税均

等割のみ課税世帯に属する者（支

給決定者及び当該支給決定者と同

一の世帯に属するその配偶者が，

日中一時支援の支給申請のあった

日の属する年度分の市町村民税の

均等割のみを課税されている場合

における当該支給決定者） 

  

６ 

 ３０分以上

４時間以下 

  ２，６８６ 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ４，８３５ 

 ６時間を超

えるもの 

  ７，５２１ 

  

５ 

 ３０分以上

４時間以下 

  ２，２８２ 

 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ４，１０７ 

 ６時間を超

えるもの 

  ６，３８８ 

  

  

４ 

 ３０分以上

４時間以下 

  １，８８６ 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ３，３９５ 

 

 ６時間を超

えるもの 

  ５，２８０ 

  

３ 

 ３０分以上

４時間以下 

  １，６９７ 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ３，０５４ 

 ６時間を超

えるもの 

  ４，７５１ 

  

２ 

 ３０分以上

４時間以下 

  １，４８２ 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ２，６６６ 

 ６時間を超

えるもの 

  ４，１４７ 



  

１ 

 ３０分以上

４時間以下 

  １，４８２ 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ２，６６６ 

 ６時間を超

えるもの 

  ４，１４７ 
    

 ４  上記１から３までに該当しない者   

６ 

 ３０分以上

４時間以下 

  ２，６３１ 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ４，７３５ 
  

 ６時間を超

えるもの 

  ７，３６６ 

  

５ 

 ３０分以上

４時間以下 

  ２，２３５ 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ４，０２２ 

 ６時間を超

えるもの 

  ６，２５６ 

  

４ 

 ３０分以上

４時間以下 

  １，８４７ 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ３，３２５ 

 ６時間を超

えるもの 

  ５，１７１ 

  

３ 

 ３０分以上

４時間以下 

  １，６６２ 

     ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ２，９９１  

 ６時間を超

えるもの 

  ４，６５３ 

  

２ 

 ３０分以上

４時間以下 

  １，４５１ 

 ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ２，６１１ 

 ６時間を超

えるもの 

  ４，０６２ 

   ３０分以上

４時間以下 

  １，４５１ 



１  ４時間を超

え て ６ 時 間

以下 

  ２，６１１ 

 ６時間を超

えるもの 

  ４，０６２ 

 
 
 
 
 
 
 
 

３  送迎，入浴又は食事の提供を行った場合における加算 

 障害者等に対して，送迎，入浴又は食事の提供を行った場合，日中一時 

支援１回当たりにつき次の表に掲げる額を支給基本額に加算する。 

                         （単位：円） 
 
        支給決定者の区分 日中一時支援１回当

たりにつき加算する

額 

 

 

１ 

支給決定者及び当該支給決定者と同一の世

帯に属する者が，日中一時支援費の支給申

請のあった日の属する月において，被保護

者又は要保護者である場合における当該支

給決定者 

  送迎 ５４０ 

  入浴 ４００ 

  食事 ４２０ 

 

２ 

日中一時支援に係る市町村民税世帯非課税

者（支給決定者及び当該支給決定者と同一

の世帯に属する者（支給決定者が障害者で

ある場合は，当該支給決定者と同一の世帯

に属するその配偶者に限る。）が，日中一

時支援費の支給申請のあった日の属する年

度分の市町村民税を課されない場合におけ

る当該支給決定者） 

  送迎 ５４０ 

  入浴 ４００ 

  食事 ４２０ 

 

３ 

日中一時支援に係る市町村民税均等割のみ

課税世帯に属する者（支給決定者及び当該

支給決定者と同一の世帯に属する者（支給

決定者が障害者である場合は，当該支給決

定者と同一の世帯に属するその配偶者に限

る。）が，日中一時支援費の支給申請のあ

った日の属する年度分の市町村民税の均等

割のみを課税されている場合における当該

支給決定者） 

  送迎 ５２４ 

  入浴 ３８８ 

  食事 ４０８ 

 

４ 

上記１から３までに該当しない者   送迎 ５１３ 

  
  入浴 ３８０ 

 



第１号様式（第５条） 

      八千代市地域生活支援サービス給付費支給申請書 

                          年   月   日  

（宛先） 八千代市長 

次のとおり地域生活支援サービス給付費の支給を申請します。 

 
 

申
請
者
（
保
護
者
） 

  フ リ ガ ナ  
 

 氏 名 

 
生年月日 

 

年 月 日（ 歳） 

 

個人番号  

 居住地    

               電話番号 

 

申
請
に
係
る
児
童 

  フ リ ガ ナ  
 

 氏 名 

 
生年月日 年 月 日（ 歳） 

個人番号 
  

 居住地     続柄 
  

 障害の状況 手帳の 

 種類 

 身体障害者手帳 
 療 育 手 帳  
精 神 保健 福祉 手 帳 

 

障害の程度 

  

障害福祉 

サービスの 

利用状況 

 障害支援区分 無・有（区分 1・2・ 3・4・ 5・6 ）  

 利用中のサービスの 

種類・内容等 

 

介護保険 

サービスの 

利用状況 

 要介護認定  無・有 要支援（ ）／要介護（ ） 

利用中のサービスの 

種類・内容等 

 

 

 

   

申請する 

地域生活支援 

サービス  

 

 

 

 

世 帯 の 

所得状況 

 

 

 

 

 

 

 地域生活支援サービスの種類 申請に係る具体的内容  

 □移動支援  

 □訪問入浴サービス 
 

 □日中一時支援 
 

  世  帯  の 

所得状況 

    

 生活保護受給の有無    有 ・ 無 

 市町村民税    課税・均等割のみ課税・非課税 

 



第２号様式（第６条第１項） 

   八千代市地域生活支援サービス給付費支給（不支給）決定通知書 

                          年   月   日  

様 

                       八千代市長    印  

 

地域生活支援サービス給付費の支給について，次のとおり決定したので 

通知します。 

 

１ 地域生活支援サービス給付費を支給する。 
 
   支給決定者氏名   

  支給決定に係る 

児 童 氏 名 

 

  受給者証番号 
 

  利用者負担割合 
 

 
 
 

支 
給 
決 

定 

の 

内 

容 

  地域生活支援 

サービスの種類 

 有 効 期 間   支給量等  備 考 

 

 □移動支援 

  年 月 日 

～ 

  年 月 日 

  

  

□訪問入浴 

サービス 

  年 月 日 

～ 

  年 月 日 

  

 

 □日中一時支援 

  年 月 日 

～ 

  年 月 日 

  

 

２  地域生活支援サービス給付費を支給しない。 

 理由 

 



第４号様式（第１０条） 

    八千代市地域生活支援サービス給付費支給量等変更申請書 

                          年   月   日  

（宛先） 八千代市長 

 

次のとおり地域生活支援サービス給付費の支給量等の変更を申請します。 
 
 

申
請
者
（
保
護
者
） 

  フ リ ガ ナ  
 

 氏 名 

 
生年月日 年 月 日（ 歳） 

 

個人番号  

 居住地    

               電話番号 

 

申
請
に
係
る
児
童 

  フ リ ガ ナ  
 

 氏 名 

 
生年月日 

年 月 日（ 歳） 

個人番号 
 

 居住地     続柄 
 

 

 変更の理由 
 

変
更
申
請
す
る
地
域
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス 

 地域生活支援サービス

の種類 
変更申請に係る具体的内容 

 □移動支援 
 

 
 □訪問入浴サービス  

 

□日中一時支援 
 

 
 
 
 
 



第５号様式（第１１条第１項） 

  八千代市地域生活支援サービス給付費支給量等変更決定（却下）通知書 

                          年   月   日  

様 

                       八千代市長    印  

 

地域生活支援サービス給付費に係る支給量等の変更について，次のとおり 

決定したので通知します。 

 

１ 支給決定を変更する。 
 
   支給決定者氏名   

  支給決定に係る児童氏名  

  受給者証番号 
 

  変更後の利用者負担割合 
 

  変更年月日 
 

変
更
決
定
し
た
地
域
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス 

 地域生活支援サービス 

 の種類 

 有 効 期 間   変更内容 

 

 □移動支援 

  年 月 日 

～ 

  年 月 日 

 

 

 □訪問入浴サービス 

  年 月 日 

～ 

  年 月 日 

 

 

 □日中一時支援 

  年 月 日 

～ 

  年 月 日 

 

 

２  支給決定を変更しない。 

  理由 



第６号様式（第１２条第１項） 

    八千代市地域生活支援サービス給付費支給決定取消通知書 

                          年   月   日  

様 

                       八千代市長    印  

 

次のとおり地域生活支援サービス給付費の支給決定を取り消したので，通 

知します。期限までに受給者証を返還してください。 

 
 
   支給決定者氏名   

  支給決定に係る児童氏名  

  受給者証番号 
 

  取消日 
 

 

 

  取消理由 

 

 

返還期限     年   月   日  

 

返還先    八千代市役所 

千葉県八千代市大和田新田３１２番地の５ 

電話番号   ０４７－４８３－１１５１ 

 

 


